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デロイト トーマツ税理士法人 

2020 年 5 月 1 日号 

租税特別措置における適用要件の見直しについて 
～令和 2 年度税制改正で要件強化のため要注意～ 

1. はじめに 

令和 2 年 3 月 27 日、所得税法等の一部を改正する法律（令和 2 年法律第 8 号）（以下「本改正」）が可決・成立し、

3 月 31 日に公布された。 

本改正により、大企業における一部の租税特別措置の適用要件が見直された。（措法 42 の 13⑥、68 の 15 の 8
⑥） 

本ニュースレターでは、本改正による租税特別措置の適用要件の見直しの内容について説明する。 

2. 租税特別措置の適用要件の見直しの内容 

(1) 改正の内容 

本改正により見直された、一定の租税特別措置の適用停止があるかどうかは、次の流れにより判定されることとな

る。 

＜租税特別措置の適用停止に関するフローチャート＞ 
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*1 大企業とは中小企業者（適用除外事業者を除く）、農業協同組合等以外の法人をいい、具体的には以下のような法人が

該当する。 
 資本金 1 億円超の法人 
 資本金 1 億円以下の法人のうち、発行済株式等の 50％以上を同一の大規模法人に所有されている法人又は発行済

株式等の 3 分の 2 以上が複数の大規模法人に所有されている法人 
 租税特別措置の適用除外事業者（中小企業者のうち、前 3 事業年度の平均所得が年 15 億円超の法人） 
なお、平成 31 年度税制改正において法人のステータスの見直しが行われており、その内容については、下記「3.見直し

のポイント」を参照。 

*2 課税所得の金額は欠損金等の繰越控除前の金額（以下「基準所得等金額」）とするほか、当事業年度及び前事業年度の

期間に応じ、一定の調整を行うものとする。 
適用年度が設立事業年度又は合併等事業年度（合併、分割、現物出資、事業譲渡等に関連する係る合併法人、分割法

人、分割承継法人、現物出資法人、被現物出資法人、事業譲渡・譲受をした法人等に該当する場合における、当該合併

等の日を含む事業年度）である場合は、課税所得が前期比で減少していることとはされず、上記フローチャートでは「Yes」
に該当する。 

*3 継続雇用者給与等支給額及び継続雇用者比較給与等支給額が 0 円である場合には、本要件を満たすものとされる（上

記フローチャートでは「Yes」に該当し、租税特別措置の適用停止はないこととなる）。 

*4 国内における設備投資とは、法人が適用年度において取得、製作、建設をした国内減価償却資産（その事業年度終了の

日において有するものに限る）の取得価額の合計額とし、減価償却費総額には剰余金方式により積立金として経理した特

別償却準備金を含むものとする。 

 
＜改正前と改正後の比較＞ 
次の表のとおり、設備投資要件がより厳しくなり、制限の対象制度に本改正により創設された 5G 導入促進税制が

追加された。 

(2) 改正の趣旨 

令和 2 年度の税制改正では、租税特別措置の適用要件のうち、設備投資要件が強化されている。また、制限の対象

制度において、5G 導入導入促進税制創設に伴い、認定特定高度情報通信技術活用設備を取得等した場合の特別

償却又は税額控除制度（5G 導入促進税制）が対象に加えられた。 

従前から所得が増加しているにもかかわらず、明らかに賃上げや国内設備投資に消極的な大企業については、果断

な経営判断を促すための措置として研究開発税制等の租税特別措置の一部について適用をしないこととされてい

た。本改正では設備投資要件が従前よりも厳しい要件となっており、これまでよりも積極的な国内設備投資を促すよ

うな内容となっている。 

また、租税特別措置のうち適用要件の制限の対象とするものは、各種の目的により存在する租税特別措置のうち、

生産性の向上に関する租税特別措置のみを適用停止の対象とするという方針は従前と同様であり、本改正では 5G
導入促進税制が制限の対象制度に含まれている。 

なお、連結納税を選択している場合、基本的に連結納税グループ全体での判定になる点において改正はない。 
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3. 見直しのポイント 

平成 31 年度税制改正において、みなし大企業（中小企業者に該当しない法人）の範囲の見直しが行われた。従来

は中小企業者から除外される「みなし大企業」の範囲は大規模法人により 2 分の 1 以上又は 3 分の 2 以上直接保

有されている法人に限定されていたが、平成 31 年度税制改正にて範囲の見直しがあり、平成 31 年 4 月 1 日以後

開始事業年度から、大法人に間接保有される法人等についてもみなし大企業に該当し、中小企業者から除外される

こととなった。そのため、法人のステータスが変更されていないか留意する必要がある。詳細は、JTN 2019 年 5 月 1
日号（デロイト トーマツ税理士法人ウェブサイト）を参照のこと。 

4. 適用関係 

令和 2 年 4 月 1 日以後・3 年 3 月 31 日までに開始する事業年度について適用される（措法 42 の 13⑥、68 の 15
の 8⑥、改正法附 1、78）。 

5. おわりに 

本改正は、研究開発税制等の生産性の向上に関連する税制上の恩恵を受けることができる大企業について、投資

や賃上げを促進するための措置として、適用要件の強化が行われたものである。 

要件を満たさない場合には、研究開発税制等の恩恵を受けられなくなる可能性があるため、各法人の状況について

早めの確認が必要である。 

 

（高松事務所 森本 洋右） 

  

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/bt/japan-tax-newsletter-may2019.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/bt/japan-tax-newsletter-may2019.html
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 
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